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1 はじめに 

 

2011 年 3 月 11 日に発生した東北沖を震源地とする東日本大震災（以下、本震災）は、過

去の阪神・淡路大震災や新潟中越・中越沖地震と比較すると地震の規模が大きく、本震災

による被害は、地震による直接的被害に限っても、広範囲に及んでいる（図表 1）。とりわ

け、岩手、宮城、福島の 3 県（以下、被災 3 県）においては、道路や港湾の社会資本・イ

ンフラのみならず、民間企業が有する生産設備の多くが消失・破損するなど、本震災が被

災 3 県の社会資本に及ぼした影響は大きい。また、被災 3 県には、世界的な ICT 関連企業

の工場が多数立地していたことから、被災による生産ラインの一時停止や工場の破損等と

も相まって、ICT 関連財・サーヴィスの生産・流通プロセスのサプライチェーン（供給体制）

も大きなダメージを被る結果となった。 

本震災の直後における情報収集や情報発信・伝達方法に着目すると、過去の震災とは異

なる利用動向がみられる。阪神・淡路大震災においては、ラジオや固定電話、携帯電話で

の通話サーヴィスが主な情報収集・発信・伝達手段として利用されたのに対して、本震災

においては、固定・携帯電話といった従来メディアに加え、インターネット上の被災者伝

言ダイヤルや被災者掲示板、ソーシャルメディア（Twitter 等）などが積極的に活用され、

近年の ICT サーヴィスや技術を利用した情報収集・発信・伝達時のメディア利用形態の変

化が顕著にみられた。このようなインターネット上のサーヴィスが通信設備等の ICT 関連

設備を経由して利用されることを鑑みれば、本震災は、新たな ICT サーヴィスのみならず

それらを支える通信インフラの社会・経済的価値を再認識することの重要性を我々に惹起

したと言えるであろう1（図表 2）。 

このように、本震災以降、ICT サーヴィス分野のみならず、それらのサーヴィス提供を支

える通信インフラの社会・経済的な価値が再認識される土壌が醸成されつつあるが、それ

を踏まえると、本震災によって ICT 利活用を支える ICT 関連資本設備がどの程度の損害を

被ったのか、また資本設備の回復に向けた復興投資がなされることで、我が国の経済活動

にどのような効果がもたらされるのかを定量的に把握することは、今後、被災 3 県を中心

とする ICT 関連資本設備の再構築や基盤強化等の復旧・復興政策を立案・遂行する上でも

極めて重要である。 

そこで本稿では、現時点で利用可能な各種の公表統計を駆使しつつ、本震災による ICT

関連資本設備の損害額の定量的な把握、ならびに今後の復興投資活動が経済活動に及ぼす

インパクトの量的把握を試み、今後の復興政策の遂行に向けた基礎的資料を提示する。 

具体的には、本稿では次の 2 点に関する分析を行う。まず第１は、本震災による ICT 関

                                                   
1
 篠﨑・山本 (2010)は、IT 関連産業の経済波及効果を分析し、当該産業が自動車産業に匹

敵あるいは凌駕するほどの波及効果をもたらしていることを指摘している。近年、マクロ

経済に占める ICT 産業のインパクトはさらに高まっていることを鑑みれば、本震災による

ICT 資本の損害額の規模を把握することは、今後のマクロ経済政策の立案・遂行にあたって

も非常に重要な課題であると言えるであろう。 
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連資本設備の損害額を、「民間企業全ての情報資本設備」（以下、「民間情報資本」）および

ICT 産業の総資本設備（以下、「ICT 産業資本」）に分類の上、被災 3 県におけるそれぞれの

被害額を推計することである2。2 点目は、今後、ICT 関連の復興投資が実施されることで、

どの程度の生産活動や雇用が創出されるのかに関する経済波及効果の分析を行う。 

本稿の分析における主な結果は次のとおりである。まず、本震災による資本ストック損

害額は、民間企業の情報資本ストックでは約 1.4 兆円～2.5 兆円、それを含む ICT 関連資本

ストック総計の損害額は約 2.5～4.4 兆円（民間企業設備全体の損害額の 28％）となった。

また、損害額約 2.5～4.4 兆円分の復興投資がなされた場合の生産誘発効果は約 3.9 兆円～7.0

兆円、雇用誘発効果は約 20.1 万人～35.7 万人となることが明らかとなった。 

本稿に関連する先行研究としては、上野山・荒井（2007）、豊田・川内（1997）、陳（1996）

が挙げられる。上野山・荒井（2007）は、阪神・淡路大震災、ニューヨーク・テロ（9/11 テ

ロ）、ハリケーン・カトリーナといった 3 つの災害について、その被害を直接被害と間接被

害に分類の上、それらの被害額の推計を行い、直接被害額については各推計による乖離は

小さいものの、間接被害額については空間的、時間的範囲や推計方法によって大きな幅が

あると指摘している。また、豊田・川内（1997）と陳（1996）は、被災地の調査結果を利

用しつつ、阪神・淡路大震災による損害額を推計している。 

本稿における ICT 関連損害額の推定は、内閣府 (2011)の試算値3を基礎としていること、

ならびに各種の公表統計に依存しており被災地の実態調査を反映していないという諸制約

のもとで行われているものの、被災地の実態調査が困難な時点で利用できる公表統計を最

大限に活用しつつ、本震災による ICT 関連資本ストックの損害額の推計を試みたことに意

義がある4。 

本稿の構成は次のとおりである。2 節では本震災による資本ストックの損害額を、「民間

企業全ての情報資本設備」と「ICT 産業の総資本設備」のそれぞれについて推計する。2-1

で推計方法を説明し、2-2 で推計結果を示す。3 節では「民間企業全ての情報資本設備」と

「ICT 産業の資本設備」に関する復興投資の経済波及効果を分析する。3-1 で推計方法、3-2

で推計結果を示す。4 節は結語と残された研究課題について述べる。 

 

                                                   
2 後述のように、内閣府 (2011)で定義されている被災エリア（岩手県、宮城県、福島県、

北海道、青森県、茨城県、千葉県）の資本ストック損害額（約 16 兆円～25 兆円）のうち、

被災 3 県（岩手県、宮城県、福島県）の資本ストック損害額は約 14 兆円～約 23 兆円と被

災エリアの損害額の大部分を占めている（被災エリア損害額全体に対する被災 3 県の損害

割合は、約 87.5％～92％）。したがって、以下の諸節においては、被災 7 県の資本ストック

損害額（被災 7 県）と被災 3 県（被災 3 県）のそれを同義とみなした上で分析を行う。 
3
 資本設備に関して阪神・淡路大震災の 2 倍程度の損壊率を想定するなどの方法で損害額を

推定しており、被災地の調査は実施していない。 
4
 その他、小黒 (2011)は、今回の東日本大震災が、実質成長率やインフレ率、財政収支等の

マクロ経済指標に及ぼす影響を分析し、今回の震災が短期的に日本経済に及ぼす影響は限

定的であり、むしろ復興需要が見込まれる分、成長の押し上げ要因となると指摘している。 



 4 

2 東日本大震災による ICT 関連の損害額の推計 

 

本節では、本震災による被災 3 県の資本ストック損害額の推計方法と推計結果について

述べる。 

 

2-1 損害額の推計方法 

 

まず、「民間の一般企業全ての情報資本設備（以下、「民間情報資本」）および「ICT 産業

の総資本設備（以下、「ICT 産業資本」）の定義と、それらの損害額の推計方法について述べ

る。 

本稿では、「民間情報資本」と「ICT 産業資本」を、それぞれ次のように定義する。「民間

情報資本」とは民間企業が有する全ての資本設備のうち、コンピュータ関連（パーソナル

コンピュータ[3331011]
5、電子計算機本体（除パソコン）[3331021]、電子計算機付属装置

[3331031]
6、通信機器（有線電気通信機器[3321011]、携帯電話機[3321021]、無線電機通信機

器（除携帯電話）[3321031]、その他の電気通信機器[3321099]）、事務用機器（複写機[3111011]、

その他の事務用機械[3111099]）、通信施設（電気通信施設建設[4132031]）、ソフトウェア（ソ

フトウェア業[7331011]）として定義する（[ ]内は日本の 2005 年産業連関表のコード番号を

表している）。 

また、「ICT 産業資本」を「通信機械・同関連機器製造業、電子計算機・同付属装置製造

業、半導体素子・集積回路製造業、その他の電子部品製造業、通信業、放送業、情報サー

ヴィス業、インターネット附随サーヴィス業、映像・文字情報制作業の全ての資本設備」

として定義する7。なお、「民間情報資本」の一部には「ICT 産業資本」を形成する情報資本

設備が算入されている（例えば、通信機器は民間情報資本と ICT 産業資本の双方に含まれ

ている）ため、両資本には重複部分が存在することに注意されたい（図表 3）。 

各々の資本ストックに関する上記の定義のもと、本稿では、本震災による「民間情報資

本」と「ICT 産業資本」の損害額の推計を次の 4 ステップを踏むことで行った。 

 

ステップ 1：民間企業設備損害額（産業別）の推計 

 

ステップ 2：「民間情報資本設備」損害額（産業別）の推計 

 

ステップ 3：「民間一般資本」損害額（産業別）の推計 

                                                   
5
 本稿で用いる情報資本データは、篠﨑（2003a）が作成した全国データを基盤として、内

閣府経済社会総合研究所（2011）が構築した産業別データである。なお、平成 12 年以前の

産業連関表部門に関しては内閣府経済社会総合研究所（2011）を参照。 
6
 コンピュータと関連する付属装置等を合わせてコンピュータ関連と表記している。 

7
 民間情報資本と ICT 産業の定義は以下で説明する推計用データに依拠している。 
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ステップ 4：ICT 産業・非 ICT 産業別集計 

 

それぞれのステップにおける具体的な推計手続きは次のとおりである： 

 

≪ステップ 1≫ 

 内閣府（2011)は、本震災による被災エリア（岩手県、宮城県、福島県、北海道、青森

県、茨城県、千葉県、以下被災 7 県）の資本ストックの毀損額を、ケース 1（阪神・淡路大

震災の 2 倍程度の損壊率を想定した場合）とケース 2（阪神・淡路大震災の 2 倍程度の損壊

率を基本とし、建築物については津波の被害を特に大きいと想定した場合）の 2 つのケー

スに分類の上、推計を行っている。 

内閣府（2011)で示された本震災による被災 7 県の資本ストック毀損額の推計結果は次の

とおりである。まず、道路、港湾、空港等の公的インフラを含めた総資本ストック（公的

資本ストックと民間資本ストックの合計）の毀損額は、約 16 兆円（ケース 1 の場合）～25

兆円（ケース 2 の場合）である。このうち、被災 3 県の損害額に限ると、約 14 兆円（ケー

ス 1 の場合）～23 兆円となっており、被災 3 県の総資本ストック損害割合が非常に高い。

また、（総資本ストックから公的資本ストックを除いた）民間資本ストックの毀損額は、約

9 兆円（ケース 1 の場合）～16 兆円（ケース 2 の場合）と試算されている。 

ステップ 1 では、内閣府 (2011)で提示された被災 7 県の民間資本ストック毀損額（約 9

兆円～16 兆円）を基に、被災 7 県における産業別の民間資本ストック毀損額を推計する。

具体的には、以下の（1）式より、被災 7 県における民間資本ストック毀損額（Dall）に、被

災 3 県における民間部門全産業の名目 GDP に対する同第 i 産業の名目 GDP の比率を乗じる

ことによって、被災 7 県の民間資本ストックの毀損額を産業別に推計する8。 

 

被災 7 件の損害額のうち３件で大部分を占めるため 

                                                   
8 内閣府 (2011)で定義されている被災エリア（岩手県、宮城県、福島県、北海道、青森県、

茨城県、千葉県）の資本ストック損害額（約 16 兆円～25 兆円）のうち、被災 3 県（岩手県、

宮城県、福島県）の資本ストック損害額は約 14 兆円～約 23 兆円と被災エリアの損害額の

大部分を占めている（被災エリア損害額全体に対する被災 3 県の損害割合は、約 87.5％～

92％）。そのため、本稿では、北海道、青森県、茨城県、千葉県の産業構造を、被災 3 県の

それと同一であると想定の上、分析を実施した。被災 3 県における産業別ストックの損害

割合が同じであると仮定すれば、産業別の民間企業設備の比率を用いて損害額を案分する

ことで、産業別民間企業設備を推計することができる。しかし、本稿の分析時点では、被

災 3 県の産業別民間企業資本のデータが得られなかったため、名目 GDP 比率を用いて案分

した。 
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合計値産業の名目県における民間部門全：被災

産業の名目うち県における民間部門の：被災

兆円）兆円～備の損害額（県における民間企業設：被災

産業の損害額備のうち県における民間企業設：被災

GDP3GDP

GDP3GDP

1697

7

)1(

D

all

D

i

all

i

D

all

D

i

alli

i

D

iD

GDP

GDP
DD 

 

 

ただし、「『県民経済計算』」の産業部門分類において＜ICT 産業＞と＜非 ICT 産業＞とに

分類がなされていない場合9には、被災 3 県の産業連関表から計算した名目 GDP
10（被災 3

県の合計値）比率を用いて次の（2）式を用いて算出した。 

 

GDP3GDP

GDP3GDP

)2(

産業の名目分類における民経済計算の産業部門県の民間部門のうち県は被災

産業の名目類における業連関表の産業部門分県の民間部門のうち産は被災

産業の損害額門分類における県民経済計算の産業部は民間企業設備のうち

産業の損害額分類における産業連関表の産業部門は民間企業設備のうち

j

k

jD

kD

GDP

GDP
DD

D

j

D

k

j

k

D

j

D

k

jk 

 

 

「『県民経済計算』」の産業部門分類と本稿の産業部門分類との対応関係11および本稿で定

義した ICT 産業を図表 4 に示した12。ICT 産業の定義は、通信、放送、デジタルコンテンツ

などの上位レイヤサーヴィス、通信関連機器、電子部品とし、それぞれに対応すると考え

られる産業連関表の部門を抽出した13。 

                                                   
9
 例えば、県民経済計算におけるサーヴィス業には、放送、情報サーヴィス、インターネッ

ト附随サーヴィス、映像・文字情報制作といった ICT 産業が含まれるが、対事業所サーヴ

ィスなどの非 ICT 産業も含まれる。 
10

 粗付加価値部門計から家計外消費支出を除いて算出した。 
11内閣府経済社会総合研究所（2007）を参考に「県民経済計算」との対応関係を判断した。

なお、県民経済計算の産業部門分類のなかで、本稿の産業部門分類の複数に対応している

ものが（2）式のｊ産業であり、対応している本稿の産業部門分類それぞれが（2）式の k

産業である。 
12

 ICT 産業の定義は被災 3 県の産業連関表の元となっている総務省『平成 17 年産業連関表』

の部門分類に依拠している。ただし、通信は電気通信とその他の通信サーヴィスの合計、

運輸・郵便業は運輸業と郵便・信書便の合計としたことは本稿独自の分類基準である。な

お宮城県と福島県のデータは部門分類が粗く郵便・信書便のデータが得られないため、郵

便・信書便が運輸・郵便業ではなく通信に含まれるデータを用いた。 
13

 通信機械・同関連機器と電子計算機・同付属装置が通信関連機器に含まれ、半導体素子・

集積回路とその他の電子部品が電子部品に含まれ、映像・文字情報制作、情報サーヴィス、

インターネット付随サーヴィスが上位レイヤサーヴィスに含まれる。ICT 産業の定義の設定
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≪ステップ 2≫ 

ステップ 2 では、以下のとおりステップ 1 で算出された産業別民間企業設備損害額に、

民間企業設備（総資本）に占める情報資本の比率を乗じることで、産業別の情報資本損害

額を算出した14。計算式は（3）式のとおりである。 

 

情報資本の比率産業の総資本に占めるは

産業の損害額本）のうちは民間企業設備（総資

額産業の情報資本の損害は

lR

lD

lD

RDD

l

l

ICT

l

ll

ICT

l )3(

 

 

ここで、総資本に占める情報資本の比率 Rl は内閣府経済社会総合研究所が公表している

産業別情報資本ストックデータ15を内閣府『民間企業資本ストック』の産業別民間企業資本

ストックデータで除すことで推計した16。ただし、図表 4 に示したように産業別情報資本ス

トックと民間企業資本ストックの産業部門分類は『県民経済計算』の産業部門分類と同一

分類であり、本稿で設定した産業部門分類よりも粗い分類である。このため、同じ『県民

経済計算』部門に対応する産業の Rlは全て同じ値となっている17。 

また、産業別「民間情報資本」の損害額に関しては、財別の分析を行うため、財別シェ

アで案分することで損害額の財別の内訳を推計した。推計式は（4）式のとおりである。 

 

財の比率る産業の情報資本に占めは

額産業の情報資本の損害は

財の損害額産業の情報資本のうちは

mnR

nD

mnD

RDD

mn

ICT

n

ICT

mn

mn

ICT

n

ICT

mn )4(

 

 

                                                                                                                                                     

においては、被災 3 県の産業連関表の元となっている平成 17 年産業連関表の総合解説編を

参考にした。 
14

 便宜上、「情報資本」と「一般資本」（情報資本以外の資本）の損害割合は同一と仮定し

ている。 
15「情報資本ストック」データは、内閣府経済社会総合研究所（2011）で構築された産業別

の「粗情報資本ストック」である。 
16推計にあたっては、本震災発生時点に最も近いデータ（民間企業資本ストックは 2010 年、

産業別粗情報資本ストックは 2009 年）を用いた。 
17

 例えば、サーヴィス業（（2）式における k 産業の例）に対応する放送とインターネット

付随サーヴィス（（2）式における j 産業の例））の Rlは同じ値（サーヴィス業の総資本に占

める情報資本の比率）である。 
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ここで、Rmnはコンピュータ関連、通信機器、事務用機器、通信施設、ソフトウェアの財

別の情報資本額を情報資本額合計値で除すことで求めた。ただし、内閣府経済社会総合研

究所（2011）のデータベースにはコンピュータ関連、通信機器、事務用機器、通信施設デー

タが存在しないため、内閣府経済社会総合研究所（2011）における粗情報資本ストックのう

ちのハードウェアと同様の方法で構築した18。なお、Rmn の産業部門分類は（3）式の Rl と

同じである19。 

 

≪ステップ 3≫ 

次に、ステップ 3 では、ステップ 1 で算出された産業別民間企業設備損害額から、ステ

ップ 2 で算出された産業別「民間情報資本」設備損害額を減じることによって、民間一般

資本損害額を産業別に推計した。 

 

≪ステップ 4≫ 

最後に、ステップ 4 は次のように行った。まず、産業別情報資本損害額と産業別一般資

本損害額を図表 4 に示した定義に従って ICT 産業・非 ICT 産業別に集計する。この集計に

より、民間企業設備の損害額は①ICT 産業の情報資本②非 ICT 産業の情報資本③ICT 産業の

一般資本④非 ICT の産業の一般資本の 4 カテゴリに分割される。このうち、①ICT 産業の情

報資本と②非 ICT 産業の情報資本の合計値を「民間情報資本」、①ICT 産業の情報資本と

③ICT 産業の一般資本の合計値を「ICT 産業資本」として分類の上集計を行った。なお、①ICT

産業の情報資本が「ICT 産業資本」と「民間情報資本」の共通部分20である。 

 

 

2-2 損害額の推計結果 

 

本震災による被災 3 県の「民間情報資本」と「ICT 産業資本」の損害額の推計結果は下記

のとおりである（図表 5）。 

まず、「民間情報資本」の損害額（被災 3 県）は、約 1.4 兆円～2.5 兆円となった。このこ

とは、本震災前の「民間情報資本」165.3 億円21のうちの 0.9～1.5％が失われたことを意味し

ている。「民間情報資本」の損害額のうち、ICT 産業の損害額は約 0.5～0.9 兆円であり、「民

                                                   
18

 内閣府経済社会総合研究所（2011）ではコンピュータ関連、通信機器、事務用機器、通

信施設を全て集計した上で、ハードウェア合計の情報資本ストックを推計しているが、本

稿ではそれらを集計することなく個別に推計を行った。なお、本稿の推計に用いる除却率

は財別の除却率データが得られないため、ハードウェアの除却率を用いている。したがっ

て、除却率はコンピュータ関連、通信機器、事務用機器、通信施設全て同じ値である。財

別の除却率を用いた推計の向上は今後の課題である。 
19

 Rlと同様に、単一の県民経済計算産業部門に対応する産業の値は全て同じである。 
20

 図表 3 で楕円が重なっている部分に対応している。 
21

 大震災発生時点に最も近い 2009 年データ。 
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間情報資本」の損害額の 34％22を占めている。「ICT 産業資本」の割合が高い背景には、ICT

産業が非 ICT 産業に比して情報資本の利活用が大きいことが挙げられる23。なお、「民間情

報資本」の産業別内訳（図表 6）をみると、ICT 産業に次いで、その他のサーヴィス業24、

金融・保険業、卸売・小売業の損害が大きいことが分かる。 

また、「ICT 産業資本」の損害額（被災 3 県）は、約 1.6～2.8 兆円となった。したがって、

「ICT 産業資本」と「民間情報資本」を合わせ、両資本の共通部分を除くと、ICT 関連合計

の損害額は約 2.5～4.4 兆円の規模となる。つまり、ICT 関連製品・サーヴィスの供給と利活

用の両面を合わせて考えた場合、ICT 関連の損害額は民間企業設備全体の損害額の 28％を

占めている。 

さらに、「民間情報資本」の財別内訳（図表 7）をみると、コンピュータ関連の損害が最

も大きく、次いでソフトウェアの損害が大きいことが見てとれる。本節の主要な推計結果

は、図表 5－図表 7 に整理されている。 

 

3 東日本大震災後の ICT 関連の復興投資の経済波及効果の推計 

 

本節では、2 節で推計した「民間情報資本」と「ICT 産業資本」の損害額を用い、本震災

による被害の復興過程において、ICT 関連の復興投資（以下、復興投資）がなされた場合を

想定し、当復興投資が経済活動に波及的に及ぼすインパクト、とりわけ財・サーヴィスの

生産活動や雇用面に及ぼす波及効果についての分析を行う。 

 

3-1 経済波及効果の推計方法 

  

本稿では、復興投資の経済波及効果を推計するにあたり、産業連関分析における均衡産

出高モデルを用いた25。とりわけ、本稿では、復興投資がもたらす生産誘発額と雇用誘発数

                                                   
22

 ケース 1 とケース 2 の損害額の推計方法に相違はないため、ケース 1 とケース 2 で同じ

値となる。 
23

 廣松・篠﨑・山本（2007）では ICT 産業が「IT を最も利用（需要）し、かつ IT 関連の財･

サーヴィスを提供（供給）する「かなめ」の立場にある」と述べている。 
24

 図表 4に示したように、サーヴィス業のなかで ICT関連以外のサーヴィスを際しており、

外食産業や法人向けの会計サーヴィスなどが全て含まれる。 
25

 以下の分析では、復興投資が行われる時点の産業構造が 2005 年と同じであると仮定し、

価格評価も 2005 年と同じであることを仮定している。なお、本稿の分析に用いる均衡産出

高モデルは、生産誘発額が生じることで給与所得が増加し、さらに給与所得増加によって

消費支出が増えるというような乗数効果を考慮していない。復興投資の経済波及効果を推

計するに際し、乗数効果を含めた均衡産出高モデルやマクロモデル、応用一般均衡モデル

などを用いる方法も考えられるが、それらのモデルでは、復興投資額と全く関係の無い要

因に依存してモデルの帰結が大きく変化する可能性がある。ここでは、復興投資の経済波

及効果に焦点を当てるため、均衡産出高モデルを採用し、乗数効果が存在しなくとも得ら

れるであろう純粋な経済波及効果を推計した。 
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に主な注意を向ける26。 

生産誘発額と雇用誘発数の推計方法は以下のとおりである。まず、2 節で推計した損害額

を復興投資の基準額として使用するが、均衡産出高モデルは可能な限り詳細な部門分類で

行うことが望ましい27ことを考慮し、産業別財別の情報資本（2-1 のステップ 1 で推計）の

さらに細かい財別内訳28および一般資本（2-1 のステップ 3 で推計）の財別内訳を推計する。

すなわち、産業連関表部門分類の情報資本と一般資本の復興投資額を推計することになる。 

財別内訳の推計には、総務省『平成 17 年産業連関表』の固定資本マトリクスデータを用

いる29が、以下のように加工して用いる。まず、固定資本マトリクスデータの産業分類は本

稿の産業分類よりも細かいので、本稿の産業分類に合わせて集計を行う30。次に、財別分類

（産業連関表の行部門の分類）を分析用の 399 部門分類に集計する31。 

加工した固定資本マトリクス（以下加工後固定資本マトリクス）データを用いた産業連

関表部門別の情報資本復興投資額の推計式は以下のとおりである32。 

                                                   
26

 生産誘発額と雇用誘発数の概念は以下のとおりである。まず、復興に必要となる資本財

の生産が増加する。次に、資本財の生産には原材料や中間サーヴィスが必要となるが、さ

らに当該原材料・中間サーヴィスの生産には他の原材料や中間サーヴィスが必要となる。

これら追加波及的な原材料・中間サーヴィスの生産額を全て合計し、復興投資に用いる投

資財の生産額と合わせたものが生産誘発額である。同様に、追加波及的な原材料・中間サ

ーヴィスの生産全てと復興投資に用いる投資財の生産において必要となる雇用者数を全て

合計したものが雇用誘発数である。 
27

 均衡産出高モデルで粗い産業分類を用いる場合、当該産業が製造する製品・サーヴィス

の技術構造（1 単位の生産に必要となる原材料の量）は同じだと仮定することになる。例え

ば、自動車も食料品も含めた製造業という部門分類を用いると、食料品も自動車も同じ技

術構造だと仮定することになってしまため、経済波及効果の推計精度が低下すると考えら

れる。 
28

 例えば、コンピュータ関連の内訳はパーソナルコンピュータ、電子計算機本体、電子計

算機付属装置である。なお、通信施設とソフトウェアは内訳を推計する必要がない。詳細

は内閣府経済社会総合研究所（2011）参照。 
29

 情報資本・一般資本の細かい財別内訳の情報が得られないため、情報資本・一般資本の

財別内訳の比率が 2005 年の投資額（固定資本形成）の財別内訳と同じ比率だと仮定して分

析している。 
30固定資本マトリクスデータの産業分類との分類対応は内閣府経済社会総合研究所（2007）

を参考に行った。 
31

 均衡産出高モデルを用いるためには、産業連関表の内生部門に関して、行部門の数と列

部門の数が一致している必要があるため、本稿では固定資本マトリクスを含む全ての産業

連関表データを 399部門に集計して用いた。399部門分類の作成方法は以下のとおりである。

まず、総合解説編の部門分類表における行部門と列部門の対応を参考に、行部門と列部門

それぞれの細かい分類の方を粗い分類に合わせて集計した。屑・副産物については、「鉄屑」

は「銑鉄」、「非鉄金属屑」は「その他の非鉄金属地金」に統合した。「その他の非金属鉱物」

の輸入係数が 1 を越えてしまい、国産品比率がマイナスになるという問題があるため、「砂

利・採石」、「砕石」、「その他の非金属鉱物」の 3 部門を「窯業原料鉱物以外の非金属鉱物」

として統合した。 
32

 固定資本マトリクスの情報資本データは資本財の購入に必要となる運輸・商業マージン

を除いた生産者価格の値である。つまり、以下の計算では情報資本の購入に関わる運輸・
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財の投資額産業のリクスにおけるは加工後固定資本マト

財の投資額産業のリクスにおけるは加工後固定資本マト

財の損害額産業の情報資本のうちは

財の復興投資額本のうち門分類における情報資産業の産業連関表の部は

pqI

oqI

qqD

oqD

I

I
DD

pq

oq

ICT

pq

ICT

oq

pq

oqICT

pq

ICT

oq )5(

 

ここで、情報資本の部門分類（（5）式の p 財の部門分類）と加工後固定資本マトリクス

の部門分類（（5）式の o 財の部門分類）の対応関係は図表 8 のとおりである33。 

また、加工後固定資本マトリクスデータを用いた産業連関表部門別の一般資本復興投資

額の推計式は以下のとおりである。 

 

額産業の一般資本の投資リクスにおけるは加工後固定資本マト

財の投資額産業のリクスにおけるは加工後固定資本マト

額産業の一般資本の損害は

財の復興投資額本のうち門分類における一般資産業の産業連関表の部は

sI

rsI

sD

rsD

I

I
DD

t

rs

O

s

O

rs

s

rsO

s

O

rs )6(

 

ここで、Is は加工後固定資本マトリクスの財分類のうち、（5）式で用いる情報資本財以外

の合計値である34。 

このようにして推計された復興投資額と、総務省『平成 17 年産業連関表』の取引基本表

データを基に、復興投資による生産誘発額と雇用誘発数を、以下の（7）－（8）式を用い

て推計した35。 

（7）式の意味は復興投資額 F
36の各要素に 1－輸入係数すなわち国産品の割合を乗じ、さ

                                                                                                                                                     

商業マージン分を情報資本財の金額に参入してしまうことになるため、その分誤差が生じ

る点には注意されたい。 
33

 （5）式の Ipq は加工後固定資本マトリクスのデータを情報資本の財分類に合わせて集計

した値である。 
34

 資本財の購入に関わる運輸・商業マージンの金額も含んだ合計値である。運輸・商業マ

ージンの金額には一般資本に含まれない情報資本分も含まれるため、この分の誤差が生じ

ている点には注意が必要である。 
35

 （7）-（8）式の変数のうち、X と F は 399 要素の列ベクトル、それ以外は全て 399×399

の行列である。 
36

 （7）-（8）式で推計した復興投資額を要素とする 399 要素の列ベクトルであり、当該投
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らにレオンティエフ逆行列係数を乗じることを示している。レオンティエフ逆行列係数を

乗じることの意味は、当該最終財の生産による原材料・中間サーヴィスの生産波及効果を

含めた合計の生産額を計算することである。（8）式は（7）式で算出した生産誘発額の各要

素に、当該部門の生産額 1 単位（百万円）あたりの雇用者数（人）を乗じることを示して

いる。 

 

した対角行列）額（百万円）を対角と者数（人）／国内生産は雇用係数行列（雇用

とした対角行列）額／国内需要額を対角は輸入係数行列（輸入

は投入係数行列、は単位行列、は復興投資額、は生産誘発額、

L

M

AIFX

XLLF

)FM(I)A)M(I(IX
1

ˆ

ˆ

)8(ˆ

)7(ˆˆ
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なお、（7）－（8）式の推計は財別産業別に行い、推計された生産誘発額、雇用誘発数を

財分類については情報資本（内訳別）・一般資本別に集計し、産業分類については ICT 産業・

非 ICT 産業別に集計して示した37。なお、併せて、復興投資 1 兆円当たりの生産誘発額、雇

用誘発数の推計も行った38。  

 

3-2 経済波及効果の推計結果 

 

 「民間情報資本」と「ICT 産業資本」に関する復興投資による生産誘発額および雇用誘発

数の推計結果は以下のとおりである（図表 9）。 

まず、「民間情報資本」の損害額約 1.4 兆円～2.5 兆円分と同額の復興投資がなされた場合

を想定すると、それによる生産誘発額は約 1.9 兆円～3.4 兆円となった。また、「ICT 産業資

本」の損害額約 1.6 兆円～2.8 兆円分の復興投資がなされた場合の生産誘発額は約 2.7 兆円

～4.9 兆円である。 

次に、「民間情報資本」の復興投資による雇用誘発数は約 8.9 万人～15.8 万人、「ICT 産業

資本」の復興投資による雇用誘発数は約 14.7 万人～26.2 万人となった。 

以上より、「民間情報資本」と「ICT 産業資本」の経済波及効果を合計し、合計から「民

間情報資本」と「ICT 産業資本」の重複部分を除くと、ネットの生産誘発額は約 3.9 兆円～

7.0 兆円、雇用誘発数は約 20.1 万人～35.7 万人となった。 

                                                                                                                                                     

資財以外の値はゼロとなっている。 
37

 例えば、農林水産業のコンピュータ関連の生産誘発額・雇用誘発数を推計する場合には、

農林水産業のパーソナルコンピュータ、電子計算機、電子計算機付属装置の推計結果を合

計して求める。同様にして、他産業の推計も行い、最後に ICT 産業・非 ICT 産業別に集計

を行う。 
38

 復興投資 1 単位当たりの分析については、篠﨑（2003b）を参考とした。ただし、本稿の

分析は、国産品のみに限定している点が篠﨑（2003b）と異なっている。 
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なお、1 単位当たりの投資効率を把握するために、投資財別に復興投資 1 兆円当たりの経

済波及効果をみると、生産誘発額と雇用誘発数の双方において、情報資本は一般資本に比

べて小さい（図表 10）。これはコンピュータや通信機械の多くが最終財レベルで輸入品であ

り、さらに原材料レベルでも輸入が多いため、国内経済への影響が小さくなっているため

である。ただし、情報資本の内訳をみると、通信施設の雇用誘発数は一般資本を上回って

おり、通信施設をより充実させるように復興投資を行うことで、日本全体の雇用に対する

波及効果はより大きくなると言える。なお、上述の復興投資の経済波及効果についてケー

ス 1 の詳細を付表 1、ケース 2 の詳細を付表 2 に示した。 

 

4 結語と今後の課題 

 

本稿では、東日本大震災によって、被災 3 県の ICT 関連資本設備が、どの程度の損害を

被ったのかに関する定量的な把握を試みた。 

 本稿における分析の結果、「民間情報資本」の損害額（被災 3 県）は約 1.4 兆円～2.5 兆円

（東日本大震災前の「民間情報資本」の 0.9～1.5％が消失）に上ることが明らかとなった。

また、「ICT 産業資本」の損害額（被災 3 県）は約 1.6～2.8 兆円となり、「ICT 産業資本」と

「民間情報資本」を合わせ、両者の共通部分を除くと、ICT 関連合計の損害額は約 2.5～4.4

兆円（民間企業設備全体の損害額の 28％）であることが明らかとなった。 

 さらに、「民間情報資本」と「ICT 産業資本」の推計損害額を用いて、損害額分の復興投

資がなされた場合の生産誘発効果と雇用誘発効果を、産業連関分析を用いて推計したとこ

ろ、ICT 関連合計の生産誘発額は約 3.9 兆円～7.0 兆円、雇用誘発数は約 20.1 万人～35.7 万

人となることが明らかとなった。 

本稿は、被災地の調査が実施できない現時点で利用できるデータを最大限に活用しつつ、

本震災による ICT 関連資本ストックの損害額の推計を試みた点に大きな特徴があるが、残

された課題としては以下の 2 点が挙げられる。第 1 の点は、推計精度の向上である。本稿

の分析には被災地の調査結果が反映されていないことを鑑みると、今後、さらに精緻な損

害額の推計を行うためには被災地の調査データが必要になる。また、推計精度の向上にあ

たっては、本稿の分析の諸仮定の妥当性を検証すること、より適切なデータの利用可能性

を追求することが肝要である。本稿の分析で利用したデータは都道府県レベルにとどまっ

ているが、東日本大震災では特に津波による損害が大きかったことを考慮すると、市町村

レベルのデータを用いて、沿岸部の被害が大きいことを想定した損害額推計を行うことで、

推計精度を高める余地があると考えられる。第 2 は、本稿の分析では、損害額推計の対象

範囲が資本ストックに対する直接的被害のみに限定されていることである。ICT 関連の資本

ストックが損害を受けることで、フローの経済活動も間接効果として損害を受ける。その

間接被害額の推計は、ICT 関連の損害が経済全体に与える影響を把握する上で重要であろう。

この 2 点については今後の研究課題として残したい。 
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図表一覧 

図表 1 過去の大震災（M6.8 以上）災害の状況や損害額 

 

※各種公表情報より情総研作成（※1：2011 年 5 月 25 日現在の数値） 

 

図表 2 災害時におけるユーザの情報収集・伝達手段の多様化 

被災者掲示板
CGM（ブログ、wikiなど）

阪神・淡路大震災
（1995）

新潟中越（2004）
中越沖地震（2007）

東北地方太平洋沖地震
（2011）

放
送

通
信

携帯電話利用者増 通信・放送の境界の希薄化、新メディアの台頭

▼ ▼

固定電話（震災時30万回線不通）
公衆電話

ポケットベル

パソコン通信（掲示板利用、
一部のユーザのみ）

固定電話（震災による不通）
・中越：4,500回線

・中越沖：500回線

基地局（中越沖、停波局数）
・ドコモ：9、KDDI：17、SBM：93

被災者伝言ダイヤル
・中越：35万件

災害情報提供
（短時間での復旧、改めて
注目される）

ラジオ
災害情報提供

（被災者が最も触れたメディア）

そ
の
他

2011年3月：radiko大都市周辺局サービス開始
4月
：被災地の地デジ化の延期を発表

：官公庁、公共機関「民間ソーシャルメディアを
活用した情報発信指針」発表

固定電話（震災による不通）
・約150万回線（最大値）

被災者伝言ダイヤル
・300万件超

1999年2月：iモード開始 2002年8月住基ネット稼働
2003年12月：３大都市地デジ開始
2006年4月：ワンセグ開始

2007年10月：緊急地震速報の一般提供開始

基地局（停波局数）
・14,800局（最大値）
・ドコモ:6,720局、KDDI:1,933局、
SBM:3,000局以上

被災者掲示板
ソーシャルメディア、SNSによる安否確認

動画サイト（ヤフーGyaO、ユースト
リームなど）を通じて、同時再送信

エリア制限を解除、日本全国でPC
や携帯電話等で聴取可能。

NHKとグーグルが連携し安否確
認サイトを運営

位置情報と連動した被災地情報
が重要な役割をはたす
・通行実績情報マップ
・プローブ（自動車渋滞情報）

テレビ

 

※各種公表情報より情総研作成 
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図表 3 「民間情報資本」と「ICT 産業資本」の概念 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 4 『県民経済計算』の産業部門分類と本稿の産業部門分類の対応および ICT 産業の定

ICT 産業資本 民間情報資本 

ICT 産業の情報資本 
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義 

『県民経済計算』の産業部門

分類 
本稿の産業部門分類 ICT 産業 

農林水産業 農林水産業   

鉱業 鉱業   

食料品 食料品   

繊維 繊維   

パルプ・紙 パルプ・紙   

化学 化学   

石油・石炭製品 石油・石炭製品   

窯業・土石製品 窯業・土石製品   

一次金属 一次金属   

金属製品 金属製品   

一般機械 一般機械   

電気機械 

通信機械・同関連機器 ○ 

電子計算機・同付属装置 ○ 

半導体素子・集積回路 ○ 

その他の電子部品 ○ 

その他の電気機械   

輸送用機械 輸送用機械   

精密機械 精密機械   

その他の製造業 その他の製造業   

建設業 建設業   

電気・ガス・水道業 電気・ガス・水道業   

卸売・小売業 卸売・小売業   

金融・保険業 金融・保険業   

不動産業 不動産業   

運輸・通信業 
通信 ○ 

運輸・郵便業  

サーヴィス業 

放送 ○ 

情報サーヴィス ○ 

インターネット附随サーヴィ

ス 
○ 

映像・文字情報制作 ○ 

その他のサーヴィス業   
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図表 5 東日本大震災による「民間情報資本」と「ICT 産業資本」の損害額 

単位：兆円 

  損害額 損害額   

ケース 1 ケース 2 

全産業の総資本 9.0 16.0 ① 

  うち ICT 産業 1.6 2.8 ② 

「民間情報資本」 1.4 2.5 ③ 

  うち ICT 産業 0.5 0.9 ④ 

ICT 関連合計 2.5 4.4 ②+③-④ 

※内閣府『月例経済報告等に関する関係閣僚会議震災対応特別会合資料』『『県民経済計算』』『民間企業資本ストック』、

内閣府経済社会総合研究所『最新の固定資本マトリクスを用いた IT 関連データの構築およびそれにもとづく IT 投資

の日本経済に及ぼす影響の分析』、総務省『産業連関表』、岩手県『平成 17 年岩手県産業連関表』、宮城県『平成 17 年

宮城県産業連関表』、福島県『平成 17 年福島県産業連関表』より情報通信総合研究所が推計。 

 

図表 6 東日本大震災による「民間情報資本」の産業別損害額 
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の
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の
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業

建
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不
動
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運
輸
・
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ス
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（兆円）
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※内閣府『月例経済報告等に関する関係閣僚会議震災対応特別会合資料』『『県民経済計算』』『民間企業資本ストック』、

内閣府経済社会総合研究所『最新の固定資本マトリクスを用いた IT 関連データの構築およびそれにもとづく IT 投資

の日本経済に及ぼす影響の分析』、総務省『産業連関表』、岩手県『平成 17 年岩手県産業連関表』、宮城県『平成 17 年

宮城県産業連関表』、福島県『平成 17 年福島県産業連関表』より情報通信総合研究所が推計。 
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図表 7 東日本大震災による「民間情報資本」の財別損害額 
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※内閣府『月例経済報告等に関する関係閣僚会議震災対応特別会合資料』『『県民経済計算』』『民間企業資本ストック』、

内閣府経済社会総合研究所『最新の固定資本マトリクスを用いた IT 関連データの構築およびそれにもとづく IT 投資

の日本経済に及ぼす影響の分析』、総務省『産業連関表』、岩手県『平成 17 年岩手県産業連関表』、宮城県『平成 17 年

宮城県産業連関表』、福島県『平成 17 年福島県産業連関表』より情報通信総合研究所が推計。 
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図表 8 情報資本の部門分類と加工後固定資本マトリクスの部門分類の対応関係 

情報資本の部門分類 加工後固定資本マトリクスの部門分類 

コンピュータ関連 パーソナルコンピュータ 

電子計算機本体（除パソコン） 

電子計算機付属装置 

通信機器 有線電気通信機器 

携帯電話機 

無線電気通信機器（除携帯電話機） 

その他の電気通信機器 

事務用機器 複写機 

その他の事務用機械 

通信施設 電気通信施設建設 

ソフトウェア 情報サーヴィス 

 

 

 

図表 9 ICT 関連復興投資の経済波及効果 

単位：兆円、万人 

  復興投資の経済波及効果 復興投資の経済波及効果   

ケース 1 ケース 2 

生産額 雇用者 生産額 雇用者 

全産業の総資本 16.3 94.7 29.0 168.3 ① 

  うち ICT 産業 2.7 14.7 4.9 26.2 ② 

「民間情報資本」 1.9 8.9 3.4 15.8 ③ 

  うち ICT 産業 0.7 3.6 1.3 6.3 ④ 

ICT 関連合計  3.9 20.1 7.0 35.7 ②+③-④ 

※内閣府『月例経済報告等に関する関係閣僚会議震災対応特別会合資料』『『県民経済計算』』『民間企業資本ストック』、

内閣府経済社会総合研究所『最新の固定資本マトリクスを用いた IT 関連データの構築およびそれにもとづく IT 投資

の日本経済に及ぼす影響の分析』、総務省『産業連関表』、岩手県『平成 17 年岩手県産業連関表』、宮城県『平成 17 年

宮城県産業連関表』、福島県『平成 17 年福島県産業連関表』より情報通信総合研究所が推計。 
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図表 10 復興投資の 1 兆円当たり経済波及効果 

単位：兆円、万人 

  復興投資 1兆円当たりの経済波及効果 

  生産誘発額 雇用誘発数 

一般資本設備 1.902 11.323 

情報資本設備 1.338 6.255 

 コンピュータ関連 0.679 2.259 

 通信機器 1.901 7.569 

 事務用機器 2.204 7.293 

 通信施設 2.000 13.966 

 ソフトウェア 1.589 10.202 

※内閣府『月例経済報告等に関する関係閣僚会議震災対応特別会合資料』『『県民経済計算』』『民間企業資本ストック』、

内閣府経済社会総合研究所『最新の固定資本マトリクスを用いた IT 関連データの構築およびそれにもとづく IT 投資

の日本経済に及ぼす影響の分析』、総務省『産業連関表』、岩手県『平成 17 年岩手県産業連関表』、宮城県『平成 17 年

宮城県産業連関表』、福島県『平成 17 年福島県産業連関表』より情報通信総合研究所が推計。 
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付表 1 復興投資の経済波及効果推計結果の詳細：ケース 1 

単位：兆円

生産誘発額 生産誘発額 生産誘発額 復興投資額 復興投資額 復興投資額
投資額1兆円

当たりの
生産誘発額

投資額1兆円

当たりの
生産誘発額

投資額1兆円

当たりの
生産誘発額

ICT産業
ICT以外

の産業
全産業 ICT産業

ICT以外

の産業
全産業 ICT産業

ICT以外

の産業
全産業

情報資本 0.7 1.2 1.9 0.5 0.9 1.4 1.4 1.3 1.3

一般資本 2.0 12.4 14.4 1.1 6.5 7.6 1.9 1.9 1.9

投資合計 2.7 13.6 16.3 1.6 7.4 9.0 1.7 1.8 1.8

情報資本の内訳

　コンピュータ関連 0.140 0.269 0.409 0.204 0.399 0.603 0.686 0.675 0.679

　通信機器 0.236 0.295 0.531 0.125 0.155 0.279 1.890 1.909 1.901

　事務用機器 0.067 0.207 0.273 0.030 0.094 0.124 2.210 2.202 2.204

　通信施設 0.141 0.000 0.141 0.070 0.000 0.070 2.000 - 2.000

　ソフトウェア 0.146 0.406 0.553 0.092 0.256 0.348 1.589 1.589 1.589

単位：兆円、万人

雇用誘発数 雇用誘発数 雇用誘発数 復興投資額 復興投資額 復興投資額
投資額1兆円

当たりの
雇用誘発数

投資額1兆円

当たりの
雇用誘発数

投資額1兆円

当たりの
雇用誘発数

ICT産業
ICT以外

の産業
全産業 ICT産業

ICT以外

の産業
全産業 ICT産業

ICT以外

の産業
全産業

情報資本 3.6 5.4 8.9 0.5 0.9 1.4 6.8 5.9 6.3

一般資本 11.2 74.6 85.8 1.1 6.5 7.6 10.4 11.5 11.3

投資合計 14.7 80.0 94.7 1.6 7.4 9.0 9.2 10.8 10.5

情報資本の内訳

　コンピュータ関連 0.465 0.898 1.363 0.204 0.399 0.603 2.281 2.247 2.259

　通信機器 0.944 1.171 2.115 0.125 0.155 0.279 7.560 7.576 7.569

　事務用機器 0.222 0.683 0.905 0.030 0.094 0.124 7.370 7.268 7.293

　通信施設 0.982 0.000 0.982 0.070 0.000 0.070 13.966 - 13.966

　ソフトウェア 0.939 2.608 3.547 0.092 0.256 0.348 10.202 10.202 10.202   

※内閣府『月例経済報告等に関する関係閣僚会議震災対応特別会合資料』『『県民経済計算』』『民間企業資本ストック』、

内閣府経済社会総合研究所『最新の固定資本マトリクスを用いた IT 関連データの構築およびそれにもとづく IT 投資

の日本経済に及ぼす影響の分析』、総務省『産業連関表』、岩手県『平成 17 年岩手県産業連関表』、宮城県『平成 17 年

宮城県産業連関表』、福島県『平成 17 年福島県産業連関表』より情報通信総合研究所が推計。 
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付表 2 復興投資の経済波及効果推計結果の詳細：ケース 2 

単位：兆円

生産誘発額 生産誘発額 生産誘発額 復興投資額 復興投資額 復興投資額
投資額1兆円

当たりの
生産誘発額

投資額1兆円

当たりの
生産誘発額

投資額1兆円

当たりの
生産誘発額

ICT産業
ICT以外

の産業
全産業 ICT産業

ICT以外

の産業
全産業 ICT産業

ICT以外

の産業
全産業

情報資本 1.3 2.1 3.4 0.9 1.6 2.5 1.4 1.3 1.3

一般資本 3.6 22.1 25.6 1.9 11.6 13.5 1.9 1.9 1.9

投資合計 4.9 24.1 29.0 2.8 13.2 16.0 1.7 1.8 1.8

情報資本の内訳

　コンピュータ関連 0.249 0.479 0.728 0.362 0.710 1.073 0.686 0.675 0.679

　通信機器 0.420 0.525 0.944 0.222 0.275 0.497 1.890 1.909 1.901

　事務用機器 0.118 0.368 0.486 0.054 0.167 0.221 2.210 2.202 2.204

　通信施設 0.250 0.000 0.250 0.125 0.000 0.125 2.000 - 2.000

　ソフトウェア 0.260 0.722 0.982 0.164 0.454 0.618 1.589 1.589 1.589

単位：兆円、万人

雇用誘発数 雇用誘発数 雇用誘発数 復興投資額 復興投資額 復興投資額
投資額1兆円

当たりの
雇用誘発数

投資額1兆円

当たりの
雇用誘発数

投資額1兆円

当たりの
雇用誘発数

ICT産業
ICT以外

の産業
全産業 ICT産業

ICT以外

の産業
全産業 ICT産業

ICT以外

の産業
全産業

情報資本 6.3 9.5 15.8 0.9 1.6 2.5 6.8 5.9 6.3

一般資本 19.8 132.6 152.5 1.9 11.6 13.5 10.4 11.5 11.3

投資合計 26.2 142.2 168.3 2.8 13.2 16.0 9.2 10.8 10.5

情報資本の内訳

　コンピュータ関連 0.827 1.596 2.422 0.362 0.710 1.073 2.281 2.247 2.259

　通信機器 1.678 2.082 3.760 0.222 0.275 0.497 7.560 7.576 7.569

　事務用機器 0.395 1.213 1.608 0.054 0.167 0.221 7.370 7.268 7.293

　通信施設 1.747 0.000 1.747 0.125 0.000 0.125 13.966 - 13.966

　ソフトウェア 1.669 4.636 6.305 0.164 0.454 0.618 10.202 10.202 10.202  

※内閣府『月例経済報告等に関する関係閣僚会議震災対応特別会合資料』『『県民経済計算』』『民間企業資本ストック』、

内閣府経済社会総合研究所『最新の固定資本マトリクスを用いた IT 関連データの構築およびそれにもとづく IT 投資

の日本経済に及ぼす影響の分析』、総務省『産業連関表』、岩手県『平成 17 年岩手県産業連関表』、宮城県『平成 17 年

宮城県産業連関表』、福島県『平成 17 年福島県産業連関表』より情報通信総合研究所が推計。 
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